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(57)【要約】
【課題】複数の携帯電話を利用するユーザにとって、一
方の携帯電話から他方の携帯電話へ電話又はデータが転
送されることが不都合な場合がある。
【解決手段】通信網を介する着信を検知する着信検知部
と、通信網を介して着信に対応するデータを受信するデ
ータ受信部と、着信検知部が着信を検知した場合、着信
があった旨を外部の通信端末に通知するための通知情報
を生成する通知情報生成部と、通信網を介さない端末間
直接通信によって、データ受信部が受信するデータを外
部の通信端末に送信することなく、通知情報生成部が生
成した通知情報を外部の通信端末に送信する通知情報送
信部とを備える通信端末を提供する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　通信網を介する着信を検知する着信検知部と、
　通信網を介して前記着信に対応するデータを受信するデータ受信部と、
　前記着信検知部が前記着信を検知した場合、着信があった旨を外部の通信端末に通知す
るための通知情報を生成する通知情報生成部と、
　通信網を介さない端末間直接通信によって、前記データ受信部が受信するデータを前記
外部の通信端末に送信することなく、前記通知情報生成部が生成した前記通知情報を前記
外部の通信端末に送信する通知情報送信部と
を備える通信端末。
【請求項２】
　前記着信検知部は、通信網を介する電子メールの着信を検知し、
　前記データ受信部は、通信網を介して前記着信に対応する電子メールデータを受信し、
　前記通知情報生成部は、前記着信検知部が電子メールの前記着信を検知した場合、電子
メールの着信があった旨を示す前記通知情報を生成し、
　前記通知情報送信部は、前記データ受信部が受信する前記電子メールデータを前記外部
の通信端末に転送することなく、前記通知情報生成部が生成した前記通知情報を前記外部
の通信端末に送信する
請求項１に記載の通信端末。
【請求項３】
　前記着信検知部は、通信網を介する音声通話の着信を検知し、
　前記通知情報生成部は、前記着信検知部が音声通話の前記着信を検知した場合、音声通
話の着信があった旨を示す前記通知情報を生成し、
　前記通知情報送信部は、前記通知情報生成部が生成した前記通知情報を前記外部の通信
端末に送信する
請求項１または２に記載の通信端末。
【請求項４】
　前記着信検知部が検知した前記着信が予め定められた条件を満たすか否かを判定する着
信判定部
をさらに備え、
　前記通知情報生成部は、前記着信が前記予め定められた条件を満たすと前記着信判定部
が判定した場合、前記通知情報を生成する
請求項１から３のいずれか一項に記載の通信端末。
【請求項５】
　前記着信判定部は、前記着信検知部が検知した前記着信の発信元からの着信が予め定め
られた回数以上であるか否かを判定し、
　前記通知情報生成部は、前記着信検知部が検知した前記着信の発信元からの着信が前記
予め定められた回数以上であると前記着信判定部が判定した場合、前記通知情報を生成す
る
請求項４に記載の通信端末。
【請求項６】
　少なくとも１つの発信元を格納する発信元格納部
をさらに備え、
　前記着信判定部は、前記着信検知部が検知した前記着信の発信元が前記発信元格納部に
格納されているか否かを判定し、
　前記通知情報生成部は、前記着信検知部が検知した前記着信の発信元が前記発信元格納
部に格納されていると前記着信判定部が判定した場合、前記通知情報を生成する
請求項４または５に記載の通信端末。
【請求項７】
　前記データ受信部が受信したデータが予め定められた条件を満たすか否かを判定するデ
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ータ判定部
をさらに備え、
　前記通知情報生成部は、前記データ受信部が受信したデータが前記予め定められた条件
を満たすと前記データ判定部が判定した場合、前記通知情報を生成する
請求項１から６のいずれか一項に記載の通信端末。
【請求項８】
　少なくとも１つの文字列を格納する文字列格納部
をさらに備え、
　前記データ判定部は、前記データ受信部が受信したデータに前記文字列格納部が格納す
る文字列が含まれるか否かを判定し、
　前記通知情報生成部は、前記データ受信部が受信したデータに前記文字列格納部が格納
する文字列が含まれるか否かを前記データ判定部が判定した場合、前記通知情報を生成す
る
請求項７に記載の通信端末。
【請求項９】
　前記外部の通信端末に着信があった旨を通知する通知情報を受信する通知情報受信部
をさらに備える請求項１から８のいずれか一項に記載の通信端末。
【請求項１０】
　前記通知情報送信部が前記通知情報を前記外部の通信端末に送信する期間及び送信しな
い期間を示すスケジュールに従って、前記通知情報生成部に前記通知情報を生成させるか
否かまたは前記通知情報送信部に前記通知情報を送信させるか否かを制御する通知制御部
をさらに備える請求項１から９のいずれか一項に記載の通信端末。
【請求項１１】
　ユーザによって操作された時刻が、前記外部の通信端末がユーザによって操作された時
刻より遅い場合、前記通知情報送信部から前記通知情報が送信されないように制御する通
知制御部
をさらに備える請求項１から９のいずれか一項に記載の通信端末。
【請求項１２】
　前記外部の通信端末との距離が予め定められた距離より長い場合、前記通知情報送信部
から前記通知情報が送信されないように制御する通知制御部
をさらに備える請求項１から９のいずれか一項に記載の通信端末。
【請求項１３】
　前記通知情報送信部は、前記外部の通信端末との距離が予め定められた距離より長い期
間に前記着信検知部が前記着信を検知した場合、前記外部の通信端末との距離が予め定め
られた距離より短くなった後に、前記通知情報生成部が生成した前記通知情報を前記外部
の通信端末に送信する請求項１２に記載の通信端末。
【請求項１４】
　コンピュータを、請求項１から１３のいずれか一項に記載の通信端末として機能させる
ためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、通信端末及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ユーザが所有する複数の携帯電話を近距離無線通信により相互に接続し、一方の携帯電
話が着信した通話又はデータを他方の携帯電話に転送する技術が知られている（例えば、
特許文献１参照）。
　特許文献１　特開２０１２－１９９６４０号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　複数の携帯電話を利用するユーザにとって、一方の携帯電話から他方の携帯電話へ通話
又はデータが転送されることが不都合な場合がある。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明の第１の態様においては、通信網を介する着信を検知する着信検知部と、通信網
を介して着信に対応するデータを受信するデータ受信部と、着信検知部が着信を検知した
場合、着信があった旨を外部の通信端末に通知するための通知情報を生成する通知情報生
成部と、通信網を介さない端末間直接通信によって、データ受信部が受信するデータを外
部の通信端末に送信することなく、通知情報生成部が生成した通知情報を外部の通信端末
に送信する通知情報送信部とを備える通信端末を提供する。
【０００５】
　着信検知部は、通信網を介する電子メールの着信を検知し、データ受信部は、通信網を
介して着信に対応する電子メールデータを受信し、通知情報生成部は、着信検知部が電子
メールの着信を検知した場合、電子メールの着信があった旨を示す通知情報を生成し、通
知情報送信部は、データ受信部が受信する電子メールデータを外部の通信端末に転送する
ことなく、通知情報生成部が生成した通知情報を外部の通信端末に送信してよい。
【０００６】
　着信検知部は、通信網を介する音声通話の着信を検知し、通知情報生成部は、着信検知
部が音声通話の着信を検知した場合、音声通話の着信があった旨を示す通知情報を生成し
、通知情報送信部は、通知情報生成部が生成した通知情報を外部の通信端末に送信してよ
い。
【０００７】
　上記通信端末は、着信検知部が検知した着信が予め定められた条件を満たすか否かを判
定する着信判定部をさらに備え、通知情報生成部は、着信が予め定められた条件を満たす
と着信判定部が判定した場合、通知情報を生成してよい。
【０００８】
　着信判定部は、着信検知部が検知した着信の発信元からの着信が予め定められた回数以
上であるか否かを判定し、通知情報生成部は、着信検知部が検知した着信の発信元からの
着信が予め定められた回数以上であると着信判定部が判定した場合、通知情報を生成して
よい。
【０００９】
　上記通信端末は、少なくとも１つの発信元を格納する発信元格納部さらに備え、着信判
定部は、着信検知部が検知した着信の発信元が発信元格納部に格納されているか否かを判
定し、通知情報生成部は、着信検知部が検知した着信の発信元が発信元格納部に格納され
ていると着信判定部が判定した場合、通知情報を生成してよい。
【００１０】
　上記通信端末は、データ受信部が受信したデータが予め定められた条件を満たすか否か
を判定するデータ判定部をさらに備え、通知情報生成部は、データ受信部が受信したデー
タが予め定められた条件を満たすとデータ判定部が判定した場合、通知情報を生成してよ
い。
【００１１】
　上記通信端末は、少なくとも１つの文字列を格納する文字列格納部をさらに備え、デー
タ判定部は、データ受信部が受信したデータに文字列格納部が格納する文字列が含まれる
か否かを判定し、通知情報生成部は、データ受信部が受信したデータに文字列格納部が格
納する文字列が含まれるか否かをデータ判定部が判定した場合、通知情報を生成してよい
。
【００１２】
　上記通信端末は、外部の通信端末に着信があった旨を通知する通知情報を受信する通知
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情報受信部をさらに備えてよい。通知情報送信部が通知情報を外部の通信端末に送信する
期間及び送信しない期間を示すスケジュールに従って、通知情報生成部に通知情報を生成
させるか否かまたは通知情報送信部に通知情報を送信させるか否かを制御する通知制御部
をさらに備えてもよい。
【００１３】
　上記通信端末は、ユーザによって操作された時刻が、外部の通信端末がユーザによって
操作された時刻より遅い場合、通知情報送信部から通知情報が送信されないように制御す
る通知制御部をさらに備えてよい。
【００１４】
　上記通信端末は、外部の通信端末との距離が予め定められた距離より長い場合、通知情
報送信部から通知情報が送信されないように制御する通知制御部をさらに備えてよい。通
知情報送信部は、外部の通信端末との距離が予め定められた距離より長い期間に着信検知
部が着信を検知した場合、外部の通信端末との距離が予め定められた距離より短くなった
後に、通知情報生成部が生成した通知情報を外部の通信端末に送信してよい。
【００１５】
　本発明の第２の態様においては、コンピュータを、上記通信端末として機能させるため
のプログラムを提供する。
【００１６】
　なお、上記の発明の概要は、本発明の必要な特徴の全てを列挙したものではない。また
、これらの特徴群のサブコンビネーションもまた、発明となりうる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】通信システム１０の構成の一例を示す。
【図２】通信端末１００のブロック構成の一例を示す。
【図３】着信回数に基づく通知情報送信処理の流れの一例を示す。
【図４】発信元に基づく通知情報送信処理の流れの一例を示す。
【図５】文字列に基づく通知情報送信処理の流れの一例を示す。
【図６】位置情報に基づく通知情報送信処理の流れの一例を示す。
【図７】通信端末１００のハードウェア構成を概略的に示す。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、発明の実施の形態を通じて本発明を説明するが、以下の実施形態は特許請求の範
囲にかかる発明を限定するものではない。また、実施形態の中で説明されている特徴の組
み合わせの全てが発明の解決手段に必須であるとは限らない。
【００１９】
　図１は、通信システム１０の構成の一例を示す。通信システム１０は、通信端末１００
、通信端末１０２及び管理装置２００を備える。通信端末１００及び通信端末１０２は、
例えば、携帯電話であり、同一の機能及び構成を有してよい。管理装置２００は、通信網
１０４に接続されているサーバであってよい。
【００２０】
　通信端末１００及び通信端末１０２は、通信網１０４を介して、メール、音声、写真、
動画、又はアプリケーション等のデータを送受信する。通信端末１００と通信端末１０２
とは、通信網１０４を介することなく端末間直接通信により相互にデータを送受信する。
ここで、端末間直接通信とは、通信網又は中継装置を介さずに端末間でデータを直接的に
送受信する通信をいう。端末間直接通信は、いわゆる近距離無線通信であってよく、例え
ば、Ｂｌｕｅｔｈｏｏｔｈ（登録商標）、赤外線、アドホックモード、又は非接触ＩＣに
よる通信である。
【００２１】
　管理装置２００は、通信網１０４を介して、通信端末１００及び通信端末１０２と通信
する。管理装置２００は、通信端末１００及び通信端末１０２で実行される各種処理を制
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御してよい。
【００２２】
　通信端末１００は、通信網１０４を介する着信を検知した場合、端末間直接通信を用い
て、着信があった旨を通知するための通知情報を通信端末１０２に送信する。通信端末１
０２は、通信端末１００から受信した通知情報に基づいて、通信端末１００に着信があっ
たことをユーザに通知する。ここで、ユーザとは、通信端末１００及び通信端末１０２を
使用して他の電話機やパソコンなどと通信することで情報の授受を行う者である。以下、
同様である。
【００２３】
　通信端末１００は、音声通話の着信を検知した場合、音声通話の着信があった旨を通知
するための通知情報を通信端末１０２に送信する。一方で、通信端末１００は、受信した
音声通話データを通信端末１０２に転送しない。また、通信端末１００は、電子メールの
着信を検知した場合、電子メールの着信があった旨を通知するための通知情報を通信端末
１０２に送信する。一方で、通信端末１００は、受信した電子メールを通信端末１０２に
転送しない。また、通信端末１００は、ＳＭＳ（Ｓｈｏｒｔ　Ｍｅｓｓａｇｅ　Ｓｅｒｖ
ｉｃｅ）、ＭＭＳ（Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ　Ｍｅｓｓａｇｉｎｇ　Ｓｅｒｖｉｃｅ）によ
るメッセージの着信を検知した場合、メッセージの着信があった旨を通知するための通知
情報を通信端末１０２に送信する。一方で、通信端末１００は、受信したメッセージを通
信端末１０２に転送しない。
【００２４】
　本実施形態において、通信端末１００は、受信した音声通話データ、電子メール又はメ
ッセージを通信端末１０２に転送しないので、通信端末１００が受信した機密情報が、通
信端末１０２に漏洩することがない。また、通信端末１００が受信したデータがウィルス
に感染していたとしても、ウィルスの感染が通信端末１０２に及ぶことがない。
【００２５】
　ここで、通信端末１００及び通信端末１０２は、仕事用とプライベート用とに使い分け
られることがある。ユーザが仕事をしている間、仕事用の通信端末１０２がユーザによっ
て頻繁に使用され、プライベート用の通信端末１００が鞄１０６に入れたままにされるこ
とがある。このような場合には、通信端末１００がサブ端末モードに設定され、通信端末
１０２がメイン端末モードに設定される。サブ端末モードとは、端末間直接通信を用いて
音声通話や電子メールあるいはメッセージなどを着信したことを示す通知情報を送信する
モードであり、メイン端末モードとは、端末間直接通信を用いて通知情報を受信するモー
ドである。
【００２６】
　通信端末１００及び通信端末１０２は、ユーザの利用態様に応じて、メイン端末モード
とサブ端末モードとを切り替えることができる。通信端末１００及び通信端末１０２は、
ユーザの操作入力に応じて、メイン端末モードとサブ端末モードとを切り換えてよい。ま
た、通信端末１００及び通信端末１０２は、ユーザによって予め定められた条件に応じて
、メイン端末モードとサブ端末モードとを自動的に切り換えてよい。また、管理装置２０
０は、通信端末１００及び通信端末１０２をメイン端末モード及びサブ端末モードのいず
れに設定するか否かを判断してよい。この場合、通信端末１００及び通信端末１０２は、
管理装置２００の制御信号に基づいて、メイン端末モードとサブ端末モードとを切り換え
てよい。
【００２７】
　他の例においては、通信端末１００及び通信端末１０２は、メイン端末モードとサブ端
末モードとを切り替える機能を有しなくてもよい。つまり、通信端末１００及び通信端末
１０２は、互いに、通信網１０４を介する着信を検知した場合、着信があった旨を通知す
るための通知情報を他方の通信端末に送信してよい。
【００２８】
　図２は、通信端末１００のブロック構成の一例を示す。通信端末１００は、ネットワー
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ク通信部１０８、着信検知部１１０、受信部１２０、通知情報生成部１３０、出力部１３
４、入力部１３６、送信部１４０及び端末間通信部１５０を備える。受信部１２０は、デ
ータ受信部１２２を有する。送信部１４０は、データ送信部１４２及び通知情報送信部１
４４を有する。
【００２９】
　ネットワーク通信部１０８は、通信網１０４に接続するためのインタフェースを有する
。着信検知部１１０は、ネットワーク通信部１０８による通信網１０４を介する着信を検
知する。例えば、着信検知部１１０は、通信網１０４を介する音声通話又は電子メールの
着信を検知する。
【００３０】
　データ受信部１２２は、ネットワーク通信部１０８を通じて、着信検知部１１０が検知
した着信に対応するデータを受信する。例えば、データ受信部１２２は、ネットワーク通
信部１０８を介して電子メールデータを受信する。また、データ受信部１２２は、ネット
ワーク通信部１０８を介して音声通話データを受信する。出力部１３４は、データ受信部
１２２が受信したデータを出力する。出力部１３４は、図示しない表示部、スピーカ部又
は振動部を有してよい。
【００３１】
　通知情報生成部１３０は、着信検知部１１０が着信を検知した場合、着信があった旨を
外部の通信端末１０２に通知するための通知情報を生成する。通知情報生成部１３０は、
着信検知部１１０が電子メールの着信を検知した場合、電子メールの着信があった旨の通
知情報を生成する。通知情報生成部１３０は、着信検知部１１０が検知した音声通話の着
信を検知した場合、音声通話の着信があった旨の通知情報を生成する。通知情報送信部１
４４は、通知情報生成部１３０が生成した通知情報を、端末間通信部１５０を介して通信
端末１０２に送信する。
【００３２】
　通知情報生成部１３０は、予め定められた形式の通知情報を生成してよい。例えば、着
信検知部１１０が音声通話又は電子メールの着信を検知した場合、通知情報生成部１３０
は、音声通話又は電子メールを着信したことのみを通知するための通知情報を生成する。
他の例においては、通知情報生成部１３０は、着信したこと及び音声通話又は電子メール
の発信者のみを通知するための通知情報を生成してよい。また、通知情報生成部１３０は
、着信したこと及び予めユーザに設定された項目を通知するための通知情報を生成してよ
い。ただし、通知情報生成部１３０は、電子メールの本文又は音声通話データを通知情報
に含めない。
【００３３】
　入力部１３６は、ユーザからの操作入力を受け付ける。入力部１３６は、タッチパネル
又は物理ボタン等の操作部、マイク部又は振動検知部を有してよい。データ送信部１４２
は、入力部１３６が受け付けたユーザからの操作入力に応じて、ネットワーク通信部１０
８又は端末間通信部１５０を介してデータを送信する。データ送信部１４２は、例えば、
音声通話データ又は電子メールを送信する。
【００３４】
　また、通知情報を通信端末１０２に送信するか否かを判断するための構成として、通信
端末１００は、着信判定部１５２、データ判定部１５４、発信元格納部１５６及び文字列
格納部１５８をさらに備える。
【００３５】
　発信元格納部１５６は、少なくとも１つの発信元を格納している。発信元格納部１５６
は、ユーザによって予め登録されたメールアドレス又は電話番号を格納してよい。着信判
定部１５２は、着信検知部１１０が検知した着信が予め定められた条件を満たすか否かを
判定する。着信判定部１５２は、発信元格納部１５６が格納している情報に基づいて、発
信元のメールアドレス又は発信元の電話番号が予め定められた条件を満たすか否かを判定
してよい。また、着信判定部１５２は、着信回数が予め定められた条件を満たすか否かを
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判定してよい。着信が予め定められた条件を満たすと着信判定部１５２が判定した場合、
通知情報生成部１３０は、通知情報を生成する。
【００３６】
　文字列格納部１５８は、少なくとも１つの文字列を格納する。文字列格納部１５８は、
例えば、「緊急」、「至急」、「直ちに」のようなユーザにとって早急に対応が必要であ
ることを示す文字列を格納してよい。データ判定部１５４は、データ受信部１２２が受信
したデータが予め定められた条件を満たすか否かを判定する。データ判定部１５４は、文
字列格納部１５８に格納されている情報に基づいて、データ受信部１２２が受信したデー
タが予め定められた条件を満たすか否かを判定してよい。また、データ判定部１５４は、
データ受信部１２２が受信した電子メールに付加された電子メールの重要度を示すフラグ
に基づいて、データ受信部１２２が受信した電子メールが予め定められた条件を満たすか
否かを判定してよい。データ受信部１２２が受信したデータが予め定められた条件を満た
すとデータ判定部１５４が判定した場合、通知情報生成部１３０は、通知情報を生成する
。
【００３７】
　本実施形態において、通信端末１００は、着信判定部１５２又はデータ判定部１５４に
よる判定条件を満たした場合に通知情報を通信端末１０２に通知する。これにより、通信
端末１０２に通知される通知情報を判定条件を満たした通知情報に制限できるので、ユー
ザは、判定条件を満たした通知情報の着信により早急に対応すべき通知に対して素早く対
応することができる。
【００３８】
　また、通信端末１０２に着信があったことをユーザに通知するための構成として、受信
部１２０は、通知情報受信部１２４をさらに有する。通知情報受信部１２４は、端末間通
信部１５０を介して、通信端末１０２に着信があった旨を通知する通知情報を受信する。
【００３９】
　出力部１３４は、通知情報受信部１２４が受信した通知情報を出力する。出力部１３４
は、通知情報受信部１２４が受信した通知情報を不図示の表示部に表示させてもよい。ま
た、出力部１３４は、通知情報の内容に応じた音のパターンを不図示のスピーカ部から出
力させてもよい。また、出力部１３４は、通知情報の内容に応じた振動パターンで不図示
の振動部を振動させてもよい。
【００４０】
　また、通知情報の送信を制御するための構成として、通信端末１００は、通知制御部１
６０及びスケジュール格納部１６２をさらに備える。スケジュール格納部１６２は、通知
情報送信部１４４が通知情報を通信端末１０２に送信する期間及び送信しない期間を示す
スケジュールを格納する。スケジュール格納部１６２は、スケジュールとしてカレンダー
を格納してよい。この場合、例えば、平日が通知情報を送信する期間に対応し、休日が通
知情報を送信しない期間に対応する。また、スケジュール格納部１６２は、通知情報を送
信する期間及び送信しない期間がユーザによって設定されたスケジュールを格納してよい
。
【００４１】
　通知制御部１６０は、スケジュール格納部１６２が格納しているスケジュールに従って
、通知情報生成部１３０に通知情報を生成させるか否か、又は、通知情報送信部１４４に
通知情報を送信させるか否かを制御する。他の例においては、通知制御部１６０は、管理
装置２００に格納されているスケジュールに従って、通知情報生成部１３０に通知情報を
生成させるか否か、又は、通知情報送信部１４４に通知情報を送信させるか否かを制御し
てよい。
【００４２】
　他の例においては、通信端末１００がスケジュール格納部１６２を備えることに代えて
、管理装置２００が、通知情報送信部１４４が通知情報を通信端末１０２に送信する期間
及び送信しない期間を示すスケジュールを格納してよい。この場合、管理装置２００は、
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スケジュールに従って、メイン端末モード又はサブ端末モードに切り替えることを指示す
る制御信号を通信端末１００及び通信端末１０２に送信する。通信端末１００及び通信端
末１０２は、管理装置２００から受信した制御信号に基づいて、メイン端末モード又はサ
ブ端末モードに切り替える。
【００４３】
　本実施形態によれば、通知制御部１６０は、スケジュールに従って、通知情報を送信す
るか否かを自動的に切り換える。したがって、ユーザの行動予定に合ったスケジュールを
予め設定しておくことにより、ユーザの行動予定が変更されるたびに通信端末１００の設
定を変更しなくても、ユーザが使用している通信端末１０２に通知情報を送信させること
ができる。
【００４４】
　また、通知情報の送信を制御するための構成として、通信端末１００は、操作検出部１
６６及び操作記録部１６８をさらに備え、受信部１２０は、操作時刻受信部１２６をさら
に有し、送信部１４０は、操作時刻送信部１４６をさらに有する。
【００４５】
　操作検出部１６６は、入力部１３６に入力されたユーザによる操作を検出する。操作記
録部１６８は、操作検出部１６６がユーザによる操作を検出した時刻を記録する。操作時
刻受信部１２６は、通信端末１０２がユーザによって操作された時刻を受信する。通知制
御部１６０は、操作時刻受信部１２６が受信した時刻より操作記録部１６８が記録した時
刻が遅い場合、通知情報送信部１４４から通知情報が送信されないように制御する。
【００４６】
　通知制御部１６０は、操作検出部１６６が入力部１３６に入力されたユーザによる操作
を検出した場合に、通知情報送信部１４４から通知情報を送信しないメイン端末モードに
切り換えてもよい。また、通知制御部１６０は、操作時刻受信部１２６が通信端末１０２
からユーザによる操作を検出した時刻を受信した場合に、通知情報送信部１４４から通知
情報を送信するサブ端末モードに切り換えてもよい。
【００４７】
　操作時刻送信部１４６は、操作検出部１６６がユーザによる操作を検出した時刻を送信
する。操作時刻送信部１４６は、操作検出部１６６が検出した時刻を、ネットワーク通信
部１０８を介して通信端末１０２に送信してよいし、端末間通信部１５０を介して通信端
末１０２に送信してよい。
【００４８】
　他の例においては、管理装置２００は、通信端末１００が操作された時刻を通信端末１
００から受信し、通信端末１０２が操作された時刻を通信端末１０２から受信してよい。
この場合、管理装置２００は、通信端末１００が操作された時刻と、通信端末１０２が操
作された時刻とを比較した結果に従って、メイン端末モード又はサブ端末モードに切り替
えることを指示する制御信号を通信端末１００及び通信端末１０２に送信する。例えば、
管理装置２００は、通信端末１００及び通信端末１０２のうちの最後に操作された時刻が
遅い通信端末に、メイン端末モードに切り替えることを指示する制御信号を送信し、通信
端末１００及び通信端末１０２のうちの最後に操作された時刻が早い通信端末に、サブ端
末モードに切り替えることを指示する制御信号を送信する。通信端末１００及び通信端末
１０２は、管理装置２００から受信した制御信号に基づいて、メイン端末モード又はサブ
端末モードに切り替える。
【００４９】
　本実施形態によれば、通知制御部１６０は、ユーザによる操作の検出結果に基づいて、
通知情報を送信するか否かを自動的に切り換える。これにより、ユーザが使用する通信端
末が変更するたびに通信端末の設定を変更しなくても、ユーザが使用していない通信端末
からユーザが使用している通信端末に対して通知情報を送信させることができる。
【００５０】
　また、通知情報の送信を制御するための構成として、通信端末１００は、位置情報格納



(10) JP 2014-192571 A 2014.10.6

10

20

30

40

50

部１６４をさらに備え、受信部１２０は、位置情報受信部１２８をさらに有し、送信部１
４０は、位置情報送信部１４８をさらに有する。位置情報受信部１２８は、ネットワーク
通信部１０８又は端末間通信部１５０を介して、通信端末１０２の現在地を示す位置情報
を受信する。位置情報格納部１６４は、位置情報受信部１２８が受信した位置情報を格納
する。
【００５１】
　通知制御部１６０は、位置情報格納部１６４に格納されている通信端末１０２の位置情
報と通信端末１００の位置情報とに基づいて、通信端末１００と通信端末１０２との距離
を算出する。通知制御部１６０は、通信端末１００と通信端末１０２との距離が予め定め
られた距離より長い場合、通知情報送信部１４４から通知情報が送信されないように制御
する。
【００５２】
　通知制御部１６０は、通知情報送信部１４４から通知情報が送信されないように制御し
た後、着信検知部１１０が着信を検知した場合、通信端末１００と通信端末１０２との距
離を算出する。通知情報送信部１４４は、通信端末１００と通信端末１０２との距離が予
め定められた距離より短い場合、通知情報を通信端末１０２に送信する。
【００５３】
　他の例においては、管理装置２００は、通信端末１００の現在地を示す位置情報を通信
端末１００から受信し、通信端末１０２の現在地を示す位置情報を通信端末１０２から受
信してよい。管理装置２００は、通信端末１００の位置情報と、通信端末１０２の位置情
報とを比較した結果、通信端末１００と通信端末１０２との距離が予め定められた距離よ
り長い場合、通知情報送信部１４４から通知情報が送信されないように制御する指示する
制御信号を通信端末１００及び通信端末１０２に送信する。
【００５４】
　管理装置２００は、通知情報送信部１４４から通知情報が送信されないように制御した
後、通信端末１００又は通信端末１０２の着信検知部１１０が着信を検知した場合、通信
端末１００と通信端末１０２との距離を算出する。管理装置２００は、通信端末１００と
通信端末１０２との距離が予め定められた距離より短い場合、通知情報を送信することを
指示する制御信号を、着信を検知した通信端末１００又は通信端末１０２に送信する。
【００５５】
　本実施形態において、通知制御部１６０は、通信端末１００と通信端末１０２との距離
に基づいて、通知情報を通信端末１０２に送信するか否かを制御する。これにより、通信
端末１００と通信端末１０２とが端末間直接通信を確立できない距離に存在する場合に、
通知情報を送信するために端末間直接通信の確立を開始することを防止できる。したがっ
て、通信端末１００による無駄な通信確立動作を抑制でき、消費電力を抑えることができ
る。
【００５６】
　図３は、着信回数に基づく通知情報送信処理の流れの一例を示す。着信検知部１１０は
、通信網１０４を介する着信を検知する（Ｓ１００）。着信判定部１５２は、着信検知部
１１０が検知した着信の発信元を取得する（Ｓ１０２）。着信判定部１５２は、着信履歴
を参照し、発信元からの着信回数が予め定められた回数以上か否かを判定する（Ｓ１０４
）。着信判定部１５２は、着信履歴に保存されている着信回数が予め定められた回数以上
か否かを判定してよい。また、着信判定部１５２は、直近の予め定められた期間の間に着
信検知部１１０が検知した着信回数が予め定められた回数以上か否かを判定してよい。
【００５７】
　着信回数が予め定められた回数以上の場合（Ｓ１０４：Ｙｅｓ）、通知情報生成部１３
０は通知情報の生成し、通知情報送信部１４４は通知情報を送信する（Ｓ１０６）。一方
、着信回数が予め定められた回数より少ない場合（Ｓ１０４：Ｎｏ）、通信端末１００は
、通知情報の生成及び送信が実行することなく、通知情報送信処理を終了する。
【００５８】
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　図４は、発信元に基づく通知情報送信処理の流れの一例を示す。着信検知部１１０は、
通信網１０４を介する着信を検知する（Ｓ２００）。着信判定部１５２は、着信検知部１
１０が検知した着信の発信元を取得する（Ｓ２０２）。着信判定部１５２は、発信元格納
部１５６を参照し、取得した発信元が発信元格納部１５６に格納されているか否かを判定
する（Ｓ２０４）。
【００５９】
　取得した発信元が発信元格納部１５６に格納されている場合（Ｓ２０４：Ｙｅｓ）、通
知情報生成部１３０は通知情報の生成し、通知情報送信部１４４は通知情報を送信する（
Ｓ２０６）。一方、取得した発信元が発信元格納部１５６に格納されていない場合（Ｓ２
０４：Ｎｏ）、通信端末１００は、通知情報が生成及び送信を実行することなく、通知情
報送信処理を終了する。
【００６０】
　図５は、文字列に基づく通知情報送信処理の流れの一例を示す。着信検知部１１０は、
通信網１０４を介する着信を検知する（Ｓ３００）。データ判定部１５４は、着信に対応
してデータ受信部１２２が受信したデータを解析する（Ｓ３０２）。データ判定部１５４
は、文字列格納部１５８を参照し、解析したデータに文字列格納部１５８が格納する文字
列が含まれているか否かを判定する。
【００６１】
　解析したデータに文字列格納部１５８が格納する文字列が含まれている場合（Ｓ３０４
：Ｙｅｓ）、通知情報生成部１３０は通知情報の生成し、通知情報送信部１４４は通知情
報を送信する（Ｓ３０６）。一方、解析したデータに文字列格納部１５８が格納する文字
列が含まれていない場合（Ｓ３０４：Ｎｏ）、通信端末１００は、通知情報を生成及び送
信することなく、通知情報送信処理を終了する。
【００６２】
　図６は、位置情報に基づく通知情報送信処理の流れの一例を示す。着信検知部１１０は
、通信網１０４を介する着信を検知する（Ｓ４００）。端末間通信部１５０は、通信端末
１０２との端末間直接通信を開始する（Ｓ４０２）。通知制御部１６０は、通信端末１０
２との接続が確立したか否かを判定する（Ｓ４０４）。
【００６３】
　通信端末１０２との接続が確立した場合（Ｓ４０４：Ｙｅｓ）、通知情報生成部１３０
は通知情報を生成し、通知情報送信部１４４は通知情報を送信する（Ｓ４０６）。一方、
通信端末１０２との接続が確立していない場合（Ｓ４０４：Ｎｏ）、通信端末１００は、
通信端末１０２の位置情報を取得する（Ｓ４０８）。具体的には、位置情報受信部１２８
は、ネットワーク通信部１０８を介して、通信端末１０２の現在地を示す位置情報を受信
し、位置情報格納部１６４は、位置情報受信部１２８が受信した位置情報を格納する。
【００６４】
　通知制御部１６０は、通信端末１００と通信端末１０２との距離が予め定められた距離
より長いか短いかを判断する（Ｓ４１０）。通信端末１００と通信端末１０２との距離が
予め定められた距離より長い場合（Ｓ４１０：Ｙｅｓ）、通知制御部１６０は、通知情報
送信部１４４から通知情報が送信されないように制御する。通信端末１００と通信端末１
０２と距離が長い期間に着信検知部１１０が着信を検知すると、通知制御部１６０は、Ｓ
４０８及びＳ４１０の手順をさらに実行する。通信端末１００と通信端末１０２との距離
が予め定められた距離より短い場合（Ｓ４１０：Ｎｏ）、端末間通信部１５０は、Ｓ４０
０及びＳ４０２の手順を実行する。通信端末１０２との接続が確立すると、通知情報生成
部１３０は通知情報の生成し、通知情報送信部１４４は通知情報を送信する。
【００６５】
　図７は、通信端末１００のハードウェア構成を概略的に示す。通信端末１００は、ホス
トコントローラ４０２、ＣＰＵ４０４、ＲＡＭ４０６、入出力コントローラ４０８、ＲＯ
Ｍ４１０、通信インターフェース４１２、及びディスプレイ４１４を備える。ホストコン
トローラ４０２は、ＲＡＭ４０６と、ＲＡＭ４０６にアクセスするＣＰＵ４０４とを接続
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する。ＣＰＵ４０４は、ＲＯＭ４１０及びＲＡＭ４０６に格納されたプログラムに基づい
て動作して、各部を制御する。入出力コントローラ４０８は、ホストコントローラ４０２
と、ＲＯＭ４１０、通信インターフェース４１２、ディスプレイ４１４とを接続する。
【００６６】
　通信端末１００にインストールされて実行されるプログラムは、ＣＰＵ４０４などに働
きかけて、通信端末１００を、図１から図６にかけて説明したネットワーク通信部１０８
、着信検知部１１０、受信部１２０、通知情報生成部１３０、出力部１３４、入力部１３
６、送信部１４０及び端末間通信部１５０、着信判定部１５２、データ判定部１５４、発
信元格納部１５６、文字列格納部１５８、通知制御部１６０、スケジュール格納部１６２
、位置情報格納部１６４、操作検出部１６６及び操作記録部１６８として機能させる。
【００６７】
　以上、本発明を実施の形態を用いて説明したが、本発明の技術的範囲は上記実施の形態
に記載の範囲には限定されない。上記実施の形態に、多様な変更または改良を加えること
が可能であることが当業者に明らかである。その様な変更または改良を加えた形態も本発
明の技術的範囲に含まれ得ることが、特許請求の範囲の記載から明らかである。
【００６８】
　特許請求の範囲、明細書、および図面中において示した装置、システム、プログラム、
および方法における動作、手順、ステップ、および段階等の各処理の実行順序は、特段「
より前に」、「先立って」等と明示しておらず、また、前の処理の出力を後の処理で用い
るのでない限り、任意の順序で実現しうることに留意すべきである。特許請求の範囲、明
細書、および図面中の動作フローに関して、便宜上「まず、」、「次に、」等を用いて説
明したとしても、この順で実施することが必須であることを意味するものではない。
【符号の説明】
【００６９】
１０　通信システム、１００　通信端末、１０２　通信端末、１０４　通信網、１０６　
鞄、１０８　ネットワーク通信部、１１０　着信検知部、１２０　受信部、１２２　デー
タ受信部、１２４　通知情報受信部、１２６　操作時刻受信部、１２８　位置情報受信部
、１３０　通知情報生成部、１３４　出力部、１３６　入力部、１４０　送信部、１４２
　データ送信部、１４４　通知情報送信部、１４８　位置情報送信部、１５０　端末間通
信部、１５２　着信判定部、１５４　データ判定部、１５６　発信元格納部、１５８　文
字列格納部、１６０　通知制御部、１６２　スケジュール格納部、１６４　位置情報格納
部、１６６　操作検出部、１６８　操作記録部、４０２　ホストコントローラ、４０４　
ＣＰＵ、４０６　ＲＡＭ、４０８　入出力コントローラ、４１０　ＲＯＭ、４１２　通信
インターフェース、４１４　ディスプレイ
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【手続補正書】
【提出日】平成26年4月7日(2014.4.7)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　通信網を介する着信を検知する着信検知部と、
　通信網を介して前記着信に対応するデータを受信するデータ受信部と、
　前記着信検知部が前記着信を検知した場合、着信があった旨を外部の通信端末に通知す
るための通知情報を生成する通知情報生成部と、
　通信網を介さない端末間直接通信によって、前記データ受信部が受信するデータを前記
外部の通信端末に送信することなく、前記通知情報生成部が生成した前記通知情報を前記
外部の通信端末に送信する通知情報送信部と、
　ユーザによって操作された時刻が、前記外部の通信端末がユーザによって操作された時
刻より遅い場合、前記通知情報送信部から前記通知情報が送信されないように制御する通
知制御部と
を備える通信端末。
【請求項２】
　前記着信検知部は、通信網を介する電子メールの着信を検知し、
　前記データ受信部は、通信網を介して前記着信に対応する電子メールデータを受信し、
　前記通知情報生成部は、前記着信検知部が電子メールの前記着信を検知した場合、電子
メールの着信があった旨を示す前記通知情報を生成し、
　前記通知情報送信部は、前記データ受信部が受信する前記電子メールデータを前記外部
の通信端末に転送することなく、前記通知情報生成部が生成した前記通知情報を前記外部
の通信端末に送信する
請求項１に記載の通信端末。
【請求項３】
　前記着信検知部は、通信網を介する音声通話の着信を検知し、
　前記通知情報生成部は、前記着信検知部が音声通話の前記着信を検知した場合、音声通
話の着信があった旨を示す前記通知情報を生成し、
　前記通知情報送信部は、前記通知情報生成部が生成した前記通知情報を前記外部の通信
端末に送信する
請求項１または２に記載の通信端末。
【請求項４】
　前記着信検知部が検知した前記着信が予め定められた条件を満たすか否かを判定する着
信判定部
をさらに備え、
　前記通知情報生成部は、前記着信が前記予め定められた条件を満たすと前記着信判定部
が判定した場合、前記通知情報を生成する
請求項１から３のいずれか一項に記載の通信端末。
【請求項５】
　前記着信判定部は、前記着信検知部が検知した前記着信の発信元からの着信が予め定め
られた回数以上であるか否かを判定し、
　前記通知情報生成部は、前記着信検知部が検知した前記着信の発信元からの着信が前記
予め定められた回数以上であると前記着信判定部が判定した場合、前記通知情報を生成す
る
請求項４に記載の通信端末。
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【請求項６】
　少なくとも１つの発信元を格納する発信元格納部
をさらに備え、
　前記着信判定部は、前記着信検知部が検知した前記着信の発信元が前記発信元格納部に
格納されているか否かを判定し、
　前記通知情報生成部は、前記着信検知部が検知した前記着信の発信元が前記発信元格納
部に格納されていると前記着信判定部が判定した場合、前記通知情報を生成する
請求項４または５に記載の通信端末。
【請求項７】
　前記データ受信部が受信したデータが予め定められた条件を満たすか否かを判定するデ
ータ判定部
をさらに備え、
　前記通知情報生成部は、前記データ受信部が受信したデータが前記予め定められた条件
を満たすと前記データ判定部が判定した場合、前記通知情報を生成する
請求項１から６のいずれか一項に記載の通信端末。
【請求項８】
　少なくとも１つの文字列を格納する文字列格納部
をさらに備え、
　前記データ判定部は、前記データ受信部が受信したデータに前記文字列格納部が格納す
る文字列が含まれるか否かを判定し、
　前記通知情報生成部は、前記データ受信部が受信したデータに前記文字列格納部が格納
する文字列が含まれるか否かを前記データ判定部が判定した場合、前記通知情報を生成す
る
請求項７に記載の通信端末。
【請求項９】
　前記外部の通信端末に着信があった旨を通知する通知情報を受信する通知情報受信部
をさらに備える請求項１から８のいずれか一項に記載の通信端末。
【請求項１０】
　前記通知制御部は、前記通知情報送信部が前記通知情報を前記外部の通信端末に送信す
る期間及び送信しない期間を示すスケジュールに従って、前記通知情報生成部に前記通知
情報を生成させるか否かまたは前記通知情報送信部に前記通知情報を送信させるか否かを
制御する、請求項１から９のいずれか一項に記載の通信端末。
【請求項１１】
　前記通知制御部は、前記外部の通信端末との距離が予め定められた距離より長い場合、
前記通知情報送信部から前記通知情報が送信されないように制御する、請求項１から９の
いずれか一項に記載の通信端末。
【請求項１２】
　前記通知情報送信部は、前記外部の通信端末との距離が予め定められた距離より長い期
間に前記着信検知部が前記着信を検知した場合、前記外部の通信端末との距離が予め定め
られた距離より短くなった後に、前記通知情報生成部が生成した前記通知情報を前記外部
の通信端末に送信する請求項１１に記載の通信端末。
【請求項１３】
　コンピュータを、請求項１から１２のいずれか一項に記載の通信端末として機能させる
ためのプログラム。
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